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令和８年８月１０日判決言渡  

令和７年（行ケ）第１０１１０号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 令和８年６月１０日 

            判     決 

 5 

原       告     昴テクノロジー株式会社 

        

同訴訟代理人弁護士     豊   崎   寿   昌 

同訴訟復代理人弁護士     山 之 内       薫 

同訴訟代理人弁理士     高   橋   昌   義 10 

 

       被       告     株式会社パワーサポート 

        

同訴訟代理人弁理士     山   内   博   明 

            主    文 15 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

   特許庁が無効２０２３－８０００７３号事件について令和７年９月２９日に20 

した審決を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 １ 特許庁における手続の経緯等（当事者間に争いがないか、又は当裁判所に顕

著な事実） 

⑴ 原告は、発明の名称を「温調装置及び温調装置用静電整流器並びに温調装25 

置の効率改善方法」とする発明について、令和２年１０月２日、特許出願（特
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願２０２０－１６７６３４号）をし、令和３年７月１日、特許権の設定登録

（特許番号第６９０６２１３号。請求項の数８。以下、この特許を「本件特

許」という。）を受けた。 

⑵ 被告は、本件特許について、令和５年１１月２１日、特許無効審判を請求

した。特許庁は、これを無効２０２３－８０００７３号事件として審理し、5 

令和７年９月２９日、「本件特許を無効とする。」との審決（以下「本件審決」

という。）をし、その謄本は同年１０月１７日に原告に送達された。原告は、

同年１１月１４日、本件審決の取消しを求めて本件訴訟を提起した。 

２ 特許請求の範囲の記載 

本件特許の特許請求の範囲の記載は、以下のとおりである（甲８。以下、本10 

件特許の各請求項に係る発明を総称して「本件発明」という。また、その明細

書を図面を含めて「本件明細書」という。）。 

【請求項１】 

導電性を備えた材質により形成され、極性媒体を収容して循環させる媒体

管と、 15 

前記媒体管と電気的に絶縁又は抵抗を介して接続され、前記媒体管を収容

する筐体と、を備えた温調装置であって、 

前記媒体管に出力端が電気的に接続され、周波数２０ｋＨｚ以上６０ｋＨ

ｚ以下で繰り返されるパルス状の減衰波信号を前記媒体管に伝達することに

より自由電子を前記極性媒体に供給する回路を備えた静電整流器と、を備え20 

る温調装置。 

【請求項２】 

当該減衰波の周期は２ＭＨｚ以上１０ＭＨｚ以下である請求項１記載の

温調装置。 

【請求項３】 25 

空調装置である請求項１記載の温調装置。 
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【請求項４】 

媒体管に接続するための出力端を備え、前記出力端により前記媒体管に周

波数２０ｋＨｚ以上６０ｋＨｚ以下で繰り返されるパルス状の減衰波信号を

前記媒体管に伝達することにより前記媒体管内の極性媒体に自由電子を供給

する温調装置用静電整流器。 5 

【請求項５】 

当該減衰波の周期は２ＭＨｚ以上１０ＭＨｚ以下である請求項４記載の

温調装置用静電整流器。 

【請求項６】 

導電性を備えた材質により形成され、極性媒体を収容して循環させる媒体10 

管と、 

前記媒体管と電気的に絶縁又は抵抗を介して接続され、前記媒体管を収容

する筐体と、を備えた温調装置の効率改善方法であって、 

前記温調装置は前記媒体管に出力端が電気的に接続される回路を有する

静電整流器と、を備え、 15 

前記静電整流器により、周波数２０ｋＨｚ以上６０ｋＨｚ以下で繰り返さ

れるパルス状の減衰波信号を前記媒体管に伝達することにより自由電子を前

記極性媒体に供給する温調装置の効率改善方法。 

【請求項７】 

当該減衰波の周期が２ＭＨｚ以上１０ＭＨｚ以下の減衰波信号を前記媒20 

体管に供給する請求項６記載の温調装置の効率改善方法。 

【請求項８】 

前記温調装置は空調装置である請求項６記載の温調装置の効率改善方法。  

３ 本件審決の理由の要旨 

本件審決は、被告（請求人）の主張する無効理由１（サポート要件違反）及25 

び無効理由２（実施可能要件違反）はいずれも理由があると判断した。本件審
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決の理由の要旨は、以下のとおりである。 

⑴ 無効理由１（サポート要件違反）について  

本件発明が解決しようとする課題は、極性を備えた冷媒が冷媒管内を流動

する際に冷媒管の摩擦や冷媒分子同士の摩擦等により発生する静電気により

生じる、冷媒の流動性の低下及びクラスターが発生することと認められる。 5 

一方、本件発明の静電整流器により伝達される周波数２０ｋＨｚ以上６０

ｋＨｚ以下で繰り返されるパルス状の減衰波信号により、上記課題が解決さ

れることについての理論的根拠は、本件明細書から見いだすことはできず、

不明といわざるを得ない。 

また、本件明細書の記載から導くことのできる静電整流器は、正常に動作10 

しないものであって、実施例についても本件明細書に記載された結果は出な

いものであるから、当該静電整流器により上記課題を解決できることを実験

データ等により技術的に裏付けるものでもない。 

したがって、本件発明の静電整流器は、本件明細書の記載や技術常識から

本件発明の課題を解決できると認識し得る範囲のものとはいえず、サポート15 

要件を満たさない。 

⑵ 無効理由２（実施可能要件違反）について 

本件明細書の発明の詳細な説明には、当業者が、その記載及び出願時の技

術常識に基づき、過度の試行錯誤を要することなく、「周波数２０ｋＨｚ以上

６０ｋＨｚ以下で繰り返されるパルス状の減衰波信号を前記媒体管に伝達す20 

ることにより自由電子を極性媒体に供給する静電整流器」を使用することが

できる程度の記載があるということができない。また、「パルス状の減衰波信

号」を特定するために求められる「振幅」を定めることについても、過度の

試行錯誤を要することなく当業者がなし得るということもできないから、実

施可能要件を満たさない。 25 

 ４ 取消事由 
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⑴ 取消事由１（サポート要件の認定判断の誤り・無効理由１関係） 

⑵ 取消事由２（実施可能要件の認定判断の誤り・無効理由２関係） 

第３ 当事者の主張 

１ 取消事由１（サポート要件の認定判断の誤り） 

（原告の主張） 5 

本件明細書の発明の詳細な説明の欄（【０００７】、【００１１】、【００１７】、

【００２７】等）には、本件発明が解決しようとする課題、課題解決手段及び

技術的根拠の記載があり、本件発明が課題を解決できると認識することができ

る。また、本件明細書に記載された実施例によって、本件発明の効果が確認さ

れている。 10 

したがって、本件発明は、本件明細書の記載及び当業者の技術常識に照らし、

技術的意義及び効果が裏付けられており、サポート要件を充足していることは

明らかである。  

（被告の主張） 

本件発明のパルス状の減衰波信号が周波数２０ｋＨｚ以上６０ｋＨｚ以下で15 

ある構成について、本件明細書には実施例として２５ｋＨｚのみしか記載がな

い。また、上記範囲内の周波数が自由電子の供給及び振動付与を通じてクラス

ターに作用し、冷媒の流動性が低下する問題を解決し得る技術的な根拠は不明

である。したがって、本件発明がその課題を解決できることが本件明細書に開

示され、又は当業者にとって明らかであるとはいえない。 20 

２ 取消事由２（実施可能要件の認定判断の誤り） 

（原告の主張） 

本件明細書には、極性を備えた冷媒についての、生じた静電気による流動性

の低下及びクラスターの発生という課題が明確に示されている。そして、上記

課題に対し、媒体管に出力端を電気的に接続し、周波数２０ｋＨｚ以上６０ｋ25 

Ｈｚ以下で繰り返されるパルス状の減衰波信号を媒体管に伝達することにより
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自由電子を極性媒体に供給する回路が示され、媒体のクラスターに振動となっ

て伝わり、分解するように力が加わるものと考えられるとの技術的説明が明確

に記載されており、一定のダイナミズムを持ったモデルに基づいて自由電子が

加えられることが記載されている。このように、本件明細書には、課題、構成

及び作用効果の関係が具体的に示されており、当業者が本件発明の技術的内容5 

を理解し得る程度の記載が備わっている。 

そして、本件明細書では、実施例において周波数２５ｋＨｚで繰り返される

パルス状の減衰波信号による効果が確認されており、裏付けがある。 

したがって、当業者は、本件明細書の記載に基づき、本件発明を実施するこ

とができ、少なくとも過度の試行錯誤を要することなく本件発明を再現するこ10 

とが可能である。 

  （被告の主張） 

本件明細書には、原告が主張する「一定のダイナミズムを持ったモデル」の

条件についての開示はないし、そのモデルの根拠となる理論が出願時の技術常

識であったという事実もない。 15 

また、原告が主張する周波数の数値、技術的説明及び実施例の効果は、当業

者が過度な試行錯誤なしに本件発明を実施できることを裏付けるものではない。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 本件発明の概要 

本件明細書（甲８）には以下の記載がある。 20 

⑴ 技術分野 

本件発明は、温調装置及び温調装置用静電整流器並びに温調装置の効率改

善方法に関する。（【０００１】） 

⑵ 背景技術 

食品等様々な物質を保存する場合において、低温で保存することは非常に25 

重要であり、そのための機器としては冷蔵庫やクーラー等の冷却装置が一般
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的に流通している。一般に冷却装置は、冷媒を冷却することにより冷媒の冷

熱を冷却対象となる物質に直接又は間接的に供給することで当該物質を冷却

することが可能となる。このための冷媒としてはＨＦＣ（ハイドロフルオロ

カーボン）等が主流となりつつある。（【０００２】～【０００４】） 

⑶ 発明が解決しようとする課題 5 

上記冷媒は、その使用電力量すなわち冷媒の冷却効率に課題が残る。具体

的に説明すると、上記冷媒は、その分子構造中においてフッ素原子を含んで

いるため、その分子構造内に対称性がないような場合極性を備えているもの

が多く、冷媒が冷媒管内を流動する際、冷媒と冷媒管の摩擦や冷媒分子同士

の摩擦等により静電気が発生することになる。そして、この静電気は冷媒管10 

内表面に残存して冷媒を捕捉してしまい、冷媒の流動性が低下してしまうと

いう課題がある。また、冷媒自身もその極性及び静電気により集合してクラ

スターとなりこの問題を大きくしてしまうといった課題がある。本件発明は、

上記媒体の電気的な課題を解決し、より高い熱伝達効率を達成することので

きる温調装置及び温調装置用静電整流器並びに効率改善方法を提供すること15 

を目的とする。（【０００６】、【０００７】、【００１０】） 

⑷ 課題を解決するための手段 

本件発明の温調装置は、導電性を備えた材質により形成され、媒体を収容

して循環させる媒体管と、媒体管を収容する筐体と、媒体管に電気的に接続

され周波数２０ｋＨｚ以上６０ｋＨｚ以下で繰り返されるパルス状の信号を20 

供給する静電整流器とを備えるものである。（【００１１】） 

本件発明の温調装置用静電整流器は、周波数２０ｋＨｚ以上６０ｋＨｚ以

下で繰り返されるパルス状の信号を供給するものである。（【００１５】） 

本件発明の温調装置の効率改善方法は、導電性を備えた材質により形成さ

れ、媒体を収容して循環させる媒体管と、媒体管を収容する筐体とを備えた25 

温調装置の効率改善方法であって、温調装置は前記媒体管に接続される静電
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整流器を備え、静電整流器により周波数２０ｋＨｚ以上６０ｋＨｚ以下で繰

り返されるパルス状の信号を前記媒体管に供給するものである。（【００１７】） 

⑸ 発明の効果 

本件発明によって、媒体の電気的な課題を解決し、より高い熱伝達効率を

達成することのできる温調装置及び温調装置用静電整流器並びに温調装置の5 

効率改善方法を提供することができる。（【００１９】） 

⑹ 発明を実施するための最良の形態 

ア ここで繰り返しとなる部分もあるが、クラスターの解消について詳細に

説明しておく。上記のとおり極性媒体を用いると媒体分子中の偏った電荷

により分子間には結合しようとする力が発生する。しかしながら、この集10 

団内の分子は都度組む相手を変えながらクラスターを形成しているため、

一定のダイナミズムをもったモデルで自由電子（和電子）を加えていくこ

とで、クラスターを小さくし、媒体の効率を改善することができる。この

場合のイメージを図３（別紙）に示しておく。【００２８】 

イ 本温調装置において、静電整流器は、周波数２０ｋＨｚ以上４０ｋＨｚ 15 

以下で繰り返されるパルス状の減衰波信号を供給するものであることが

好ましく、より好ましくは、３３ｋＨｚ以下である。この周波数はいわゆ

るパルスの周波数である。繰り返し時間でいうと２０μｓ以上５０μｓ 

以下の間隔でパルス状の減衰波信号が供給されるものであって、より好ま

しくは３０μｓ以下である。この効果については推論の部分もあるが、上20 

記範囲のパルス状の信号を与えることで、媒体に対して脈動的に和電子を

供給することが可能となり、これが媒体のクラスターに振動となり伝わり、

クラスターを分解するよう力が加わるものと考えられる。減衰波とするこ

とでこの効果はより顕著となる。なおここで「和電子」とは、極性を中性

にするために用いられる電子をいう。【００３３】 25 

また、本温調装置では、減衰波である場合に、その一減衰波信号内にお
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ける信号の周期は、２ＭＨｚ以上１０ＭＨｚ以下であることが好ましく、

より好ましくは５ＭＨｚ以下である。この周波数は一減衰波信号内の周期

を意味するものであり、その時間間隔でいうと０．１μｓ以上０．５μｓ 

以下であり、好ましくは０．２μｓ以下である。この範囲の波を追加する

効果についても上記のパルス状の減衰波信号と同様推論の部分もあるが、5 

減衰波信号とすることでパルスの衝撃を効果的に媒体に伝達することが

できるようになると考えられる。【００３４】 

⑺ 実施例 

上記温調装置について実際に試作し、その効果を確認した。まず、図５（別

紙）で示す静電整流器の電気回路を作製し、２００ｎｓ（０．２μｓ）の周10 

期の減衰波が発生することが確認できた。（【００４４】、【００４５】） 

次に、上記作製した静電整流器の出力を電極に接続し、極性媒体の一例と

して水を満たした水槽に投入し、その酸化還元電位、ｐＨ等の各物性につい

て確認を行った。静電整流器によりパルス状の減衰波を投入することで酸化

還元電位が時間とともに低くなっていることが確認でき、それ以外の物性値15 

についてはほとんど影響がなかった。（【００４６、００４７】） 

そして、上記状態で、電極に接続した水に冷熱を加え、冷却効率を確認し

たところ、静電整流器に接続していない状態では３度程度しか減少しなかっ

た一方、静電整流器に接続した状態では６度程度温度が減少したことを確認

した。すなわち、本実施例により、本温調装置、静電整流器の効果を確認す20 

ることができた。（【００４８】）  

２ 取消事由２（実施可能要件の認定判断の誤り）について 

事案に鑑み、取消事由２について判断する。 

⑴ 明細書の発明の詳細な説明の記載が実施可能要件（特許法３６条４項１号）

を満たすというためには、当業者が、明細書の発明の詳細な説明の記載及び25 

出願時の技術常識に基づいて、過度の試行錯誤を要することなく、物の発明
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においては当該発明に係る物の生産等を、方法の発明においては当該発明に

係る方法の使用をすることができる程度の記載があることを要すると解され

る。 

⑵ これを本件についてみると、本件明細書の記載によれば、本件発明は、①

温調装置において、媒体が媒体管内を流動する際に発生する静電気や、媒体5 

自身がその極性及び静電気により集合して生じるクラスターにより、媒体の

流動性が低下してしまうという課題（前記１⑶）があることを前提に、②媒

体管に周波数２０ｋＨｚ以上６０ｋＨｚ以下で繰り返されるパルス状の減衰

波信号を与え、媒体に対して一定のダイナミズムをもったモデルで脈動的に

和電子を供給してクラスターを小さくする（分解する）ことで上記課題を解10 

決し（（同⑷、⑹）、③より高い熱伝達効率を達成する効果を得るものである

（同⑸）とされ、④これを裏付けるものとして、実際に試作して効果を確認

したという実施例が記載されている（同⑺）。 

しかし、上記②のパルス状の減衰波信号を与えてクラスターを小さくする

との作用機序については、本件明細書に「推論の部分もある」と記載されて15 

いる（【００３３】、【００３４】）にとどまる。そして、減衰波信号によりク

ラスターを小さくすることに関してはそのような知見が存在することをうか

がわせる文献等の証拠は提出されておらず、出願当時の技術常識からも不明

であるといわざるを得ない。 

また、上記④の実施例についてみても、本件発明は、静電整流器を媒体管20 

に接続し、パルス状の減衰波信号を媒体管に伝達することで媒体に供給する

ものであるのに対し、上記実施例では、静電整流器の出力に接続した電極が、

接地された他の電極と共に媒体である水を満たした水槽に投入されている

（本件明細書・図８（別紙））。したがって、本件発明とは媒体にパルス状の

減衰波信号を供給する手段が異なるから、これを厳格な意味での「実施例」25 

とみることは困難であり、その結果が本件発明の効果を示すものとは認めら
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れない。 

さらに、本件発明を実施するためには、使用電力量の減少という目的に反

しない範囲で効果を奏するよう電圧を適切に調整する必要があると解される

が、本件明細書にこの点に関する記載がないことに加え、本件発明の構成に

より上記効果を奏するに至る作用機序が不明であることに照らすと、当業者5 

が本件明細書又は技術常識に基づいて上記調整を行い得るともこれが単なる

設計事項であるとも認めることはできない。 

そうすると、本件明細書の発明の詳細な説明に、当業者が、過度の試行錯

誤を要することなく、本件発明を実施することができる程度の記載があると

いうことはできない。 10 

したがって、取消事由２は理由がない。 

３ 結論    

以上によれば、取消事由１について判断するまでもなく、本件審決の結論は

是認でき、原告の請求は理由がないからこれを棄却することとして、主文のと

おり判決する。 15 

知的財産高等裁判所第４部 

 

 

裁判長裁判官 

                          20 

長 谷 川   浩   二 

 

裁判官 

                       

伊   藤   清   隆 25 
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裁判官 

                       

諸   岡   慎   介 
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（別紙） 

【図３】 
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